
議案第７８号 

米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例について 

米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を別紙のとおり制定することについて議会の議決を求める。 

 

令和３年１２月２日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

 

提案理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省

令第55号）による、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第

61号）の一部改正により、家庭的保育事業者等における書面等の作成、保存等を電磁的方法に

よる対応も可能とするため、この案を提出するものである。 

 

 

 



米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例（平成26年米原市条例

第69号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第49条」を「第49条・第50条」に改める。 

第６条第１項中「教育をいう。第３号」を「教育をいう。以下この条」に改め、同項第３号

中「以下この号」の次に「および第４項第１号」を加える。 

 第49条を第50条とし、第６章中同条の前に次の１条を加える。 

(電磁的記録) 

第49条 家庭的保育事業者等およびその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている、または想定されるものにつ

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことができる。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



米原市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例新旧対照表（改正理由） 

改正後 現 行 改正理由 

目次 目次  

第１章～第５章 略 第１章～第５章 略  

第６章 雑則（第49条・第50条） 第６章 雑則（第49条） ・第49条の追加による改正 

付則 付則  

（保育所等との連携） （保育所等との連携）  

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以

下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、

次条第１項、第14条第１項および第２項、第15条第１項、第２

項および第５項、第16条、第17条第１項から第３項までならび

に付則第３条において同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、および家庭的保育事業者等による保育

の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育

基本法（平成18年法律第120号）第６条第１項に規定する法律

に定める学校において行われる教育をいう。以下この条におい

て同じ。）または保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる

事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平

成24年法律第65号）第７条第４項に規定する保育所をいう。以

下同じ。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）

または認定こども園（同項に規定する認定こども園をいう。以

下同じ。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設

の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて家庭的

保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第16条第２項第３号

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以

下「居宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、

次条第１項、第14条第１項および第２項、第15条第１項、第２

項および第５項、第16条、第17条第１項から第３項までならび

に付則第３条において同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、および家庭的保育事業者等による保育

の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育

基本法（平成18年法律第120号）第６条第１項に規定する法律

に定める学校において行われる教育をいう。第３号において同

じ。）または保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項

に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成2

4年法律第65号）第７条第４項に規定する保育所をいう。以下

同じ。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）

または認定こども園（同項に規定する認定こども園をいう。以

下同じ。）（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。ただし、離島その他の地域であって、連携施設

の確保が著しく困難であると市が認めるものにおいて家庭的

保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第16条第２項第３号

 

 

 

 

 

 

 

 

・「教育」の定義範囲の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この

限りでない。 

において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この

限りでない。 

 

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略  

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けてい

た利用乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては、

第42条に規定するその他の乳児または幼児に限る。以下この

号および第４項第１号において同じ。）を、当該保育の提供

の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設において受け入れて教育または保

育を提供すること。 

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けてい

た利用乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては、

第42条に規定するその他の乳児または幼児に限る。以下この

号において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当

該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連

携施設において受け入れて教育または保育を提供すること。 

 

 

 

・「利用乳幼児」の定義範囲の改正 

 

２～５ 略 ２～５ 略  

   第６章 雑則    第６章 雑則  

（電磁的記録） 

第49条 家庭的保育事業者等およびその職員は、記録、作成その

他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面

（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている、または想定されるものについて

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）により行うことができる。 

  

・家庭的保育事業者等の業務負担軽

減を図るため、書面に代えて当該

書面に係る電磁的記録により行

うことができることとする条の

追加 

（委任） （委任）  

第50条 略 第49条 略 ・条ずれ 

 


